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    人事委員会規則 

和歌山県人事委員会規則第40号 

 職務に専念する義務の特例に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成28年3月31日 

和歌山県人事委員会委員長 守 屋 駿 二  

   職務に専念する義務の特例に関する規則の一部を改正する規則 

 職務に専念する義務の特例に関する規則（昭和26年和歌山県人事委員会規則第4号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第2条第2号中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第41号 

 営利企業等の従事制限の許可の基準に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成28年3月31日 

和歌山県人事委員会委員長 守 屋 駿 二  

   営利企業等の従事制限の許可の基準に関する規則の一部を改正する規則 

 営利企業等の従事制限の許可の基準に関する規則（昭和26年和歌山県人事委員会規則第7号）の一部を

次のように改正する。 

 題名中「営利企業等の従事制限」を「営利企業への従事等の制限」に改める。 

 第1条中「以下」を「昭和25年法律第261号。以下」に、「基き」を「基づき」に、「営利企業等の従事

制限」を「商業、工業又は金融業その他営利を目的とする私企業（以下「営利企業」という。）における

地位及び営利企業への従事等の制限」に改める。 

 第2条第1項中「基き」を「基づき」に、「一に」を「いずれかに」に改め、同項第1号及び第2号中

「虞」を「おそれ」に改め、同条第2項中「基き」を「基づき」に、「一に」を「いずれかに」に改める。 
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 第3条中「前条の基準」を「同条の基準」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第42号 

 職員の退職管理に関する規則を次のように定める。 

  平成28年3月31日 

和歌山県人事委員会委員長 守 屋 駿 二  

   職員の退職管理に関する規則 

 （趣旨） 

第1条 この規則は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第38条の2及び第60条

第4号から第7号まで並びに職員の退職管理に関する条例（平成28年和歌山県条例第20号。以下「条例」

という。）第2条及び第3条の規定に基づき、職員の退職管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （離職前5年間に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類する者等） 

第2条 法第38条の2第1項の離職前5年間に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類す

る者及び法第60条第4号の離職前5年間に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等に属する役職員

に類する者として人事委員会規則で定めるものは、再就職者（法第38条の2第1項に規定する再就職者を

いう。以下同じ。）が離職前5年間に就いていた職が廃止された場合における当該再就職者が当該職に

就いていた時に担当していた職務を担当している役職員（同項に規定する役職員をいう。以下同じ。）

が属する執行機関の組織等（同項に規定する地方公共団体の執行機関の組織等をいう。以下同じ。）

（当該再就職者が当該職に就いていた時に在職していた執行機関の組織等を除く。）に属する役職員と

する。 

 （子法人） 

第3条 法第38条の2第1項の国家公務員法（昭和22年法律第120号）第106条の2第1項に規定する子法人の

例を基準として人事委員会規則で定めるものは、一の営利企業等（法第38条の2第1項に規定する営利企

業等をいう。以下同じ。）が株主等（株主若しくは社員又は発起人その他の法人の設立者をいう。）の

議決権（株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない

株式についての議決権を除き、会社法（平成17年法律第86号）第879条第3項の規定により議決権を有す

るものとみなされる株式についての議決権を含む。以下同じ。）の総数の100分の50を超える数の議決

権を保有する法人をいい、一の営利企業等及びその子法人又は一の営利企業等の子法人が株主等の議決

権の総数の100分の50を超える数の議決権を保有する法人は、当該営利企業等の子法人とみなす。 

 （退職手当通算法人） 

第4条 法第38条の2第2項の人事委員会規則で定める法人は、次に掲げる法人とする。 

（1）地方住宅供給公社法（昭和40年法律第124号）に規定する地方住宅供給公社 

（2）地方道路公社法（昭和45年法律第82号）に規定する地方道路公社 

（3）公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第66号）に規定する土地開発公社 

（4）沖縄振興開発金融公庫 

（5）国家公務員退職手当法施行令（昭和28年政令第215号）第9条の2各号に掲げる法人 

 （退職手当通算予定職員） 

第5条 法第38条の2第3項の特別の事情がない限り引き続いて選考による採用が予定されている者のうち

人事委員会規則で定めるものは、退職手当通算法人（同条第2項に規定する退職手当通算法人をいう。

以下同じ。）の役員又は退職手当通算法人に使用される者となるため退職する時に職員の退職手当に関

する条例（昭和37年和歌山県条例第57号）の規定による退職手当の支給を受けないこととされている者

とする。 
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 （内部組織の長に準ずる職） 

第6条 法第38条の2第4項及び第60条第5号の地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第1項に規定する

普通地方公共団体の長の直近下位の内部組織の長の職に準ずる職であって人事委員会規則で定めるもの

は、次に掲げる職とする。 

（1）職員の管理職手当に関する規則（昭和39年和歌山県人事委員会規則第11号。以下「管理職手当規

則」という。）別表第1の支給区分が1種の職（部長を除く。） 

（2）警察職員の給与に関する規則（昭和29年和歌山県人事委員会規則第8号。以下「警察職員給与規則」

という。）別表第2の2の支給区分が1種の職（警察法（昭和29年法律第162号。以下「警察法」とい

う。）第56条の2第1項に規定する特定地方警務官が就いている場合に限る。） 

 （内部組織の長等の職に就いていた時に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類す

る者等） 

第7条 法第38条の2第4項及び第60条第5号の地方自治法第158条第1項に規定する普通地方公共団体の長の

直近下位の内部組織の長又は前条各号に掲げる職（以下「内部組織の長等の職」という。）に就いてい

た時に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類する者又は地方公共団体の執行機関

の組織等に属する役職員に類する者として人事委員会規則で定めるものは、再就職者が離職した日の5

年前の日より前に就いていた内部組織の長等の職が廃止された場合における当該再就職者が当該内部組

織の長等の職に就いていた時に担当していた職務を担当している役職員が属する執行機関の組織等（当

該再就職者が当該内部組織の長等の職に就いていた時に在職していた執行機関の組織等を除く。）に属

する役職員とする。 

 （在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類する者等） 

第8条 法第38条の2第5項の在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類する者及び法第6

0条第6号の在職していた地方公共団体の執行機関の組織等に属する役職員に類する者として人事委員会

規則で定めるものは、再就職者が離職前に就いていた職が廃止された場合における当該再就職者が当該

職に就いていた時に担当していた職務を担当している役職員が属する執行機関の組織等（当該再就職者

が当該職に就いていた時に在職していた執行機関の組織等を除く。）に属する役職員とする。 

 （地方公共団体等の事務又は事業と密接な関連を有する業務） 

第9条 法第38条の2第6項第1号の地方公共団体又は国の事務又は事業と密接な関連を有する業務として人

事委員会規則で定めるものは、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第2条

第1項に規定する地方独立行政法人をいう。）及び第4条各号に掲げる法人が行う業務とする。 

 （行政庁等への権利行使等に類する場合） 

第10条 法第38条の2第6項第2号の人事委員会規則で定める場合は、法令に違反する事実がある場合にお

いて、その是正のためにされるべき処分がされていないと思料するときに、当該処分をする権限を有す

る行政庁に対し、その旨を申し出て、当該処分をすることを求める場合とする。 

 （再就職者による依頼等により公務の公正性の確保に支障が生じないと認められる場合） 

第11条 法第38条の2第6項第6号の人事委員会規則で定める場合は、同号の要求又は依頼に係る職務上の

行為が電気、ガス又は水道水の供給その他これらに類する継続的給付として人事委員会が定めるものを

受ける契約に関する職務その他役職員の裁量の余地が少ない職務に関するものである場合とする。 

 （再就職者による依頼等の承認の手続） 

第12条 法第38条の2第6項第6号の承認（以下この条において「依頼等の承認」という。）を得ようとす

る再就職者は、人事委員会が定める様式に従い、次に掲げる事項を記載した申請書を任命権者に提出し

なければならない。 

（1）氏名 

（2）生年月日 

（3）離職時の職 
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（4）再就職者が現にその地位に就いている営利企業等の名称 

（5）再就職者が現にその地位に就いている営利企業等の業務内容 

（6）離職前5年間（再就職者が内部組織の長等の職又は第14条各号に掲げる職に就いていた場合にあって

は、当該職に就いていた期間を含む。）の在職状況及び職務内容 

（7）当該依頼等の承認の申請に係る職員の職又は特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法第2条第2

項に規定する特定地方独立行政法人をいう。）の役員の職及びその職務内容 

（8）当該依頼等の承認の申請に係る法第38条の2第6項第6号の要求又は依頼の対象となる契約等事務（法

第38条の2第1項に規定する契約等事務をいう。） 

（9）当該依頼等の承認の申請に係る法第38条の2第6項第6号の要求又は依頼の内容 

（10）その他参考となるべき事項 

 （再就職者による依頼等の届出の手続） 

第13条 法第38条の2第7項の規定による届出は、同項に規定する要求又は依頼（以下この条において「依

頼等」という。）を受けた後遅滞なく、人事委員会が定める様式に従い、次に掲げる事項を記載した書

面を人事委員会に提出して行うものとする。 

（1）氏名 

（2）生年月日 

（3）職 

（4）依頼等をした再就職者の氏名 

（5）前号の再就職者がその地位に就いている営利企業等の名称及び当該営利企業等における当該再就職

者の地位 

（6）依頼等が行われた日時 

（7）依頼等の内容 

 （部長又は課長に相当する職） 

第14条 法第38条の2第8項及び第60条第7号の国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第21条第1項に規

定する部長又は課長の職に相当する職として人事委員会規則で定めるものは、次に掲げる職とする。 

（1）管理職手当規則別表第1の支給区分が2種から5種までの職 

（2）教育職員の給与に関する規則（昭和32年和歌山県人事委員会規則第24号）別表第2の支給区分が1種

から4種までの職 

（3）警察職員給与規則別表第2の2の支給区分が1種から4種までの職（警察法第56条第1項に規定する地方

警務官が就いている場合を除く。） 

（4）企業職員の給与に関する規程（昭和42年和歌山県公営企業管理規程第2号）別表第1の支給区分が4種

の職 

 （部課長等の職に就いていた時に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類する者

等） 

第15条 法第38条の2第8項の国家行政組織法第21条第1項に規定する部長又は課長の職に相当する職（以

下この条において「部課長等の職」という。）に就いていた時に在職していた地方公共団体の執行機関

の組織等の役職員に類する者及び法第60条第7号の部課長等の職に就いていた時に在職していた地方公

共団体の執行機関の組織等に属する役職員に類する者として人事委員会規則で定めるものは、再就職者

が離職した日の5年前の日より前に就いていた部課長等の職が廃止された場合における当該再就職者が

当該部課長等の職に就いていた時に担当していた職務を担当している役職員が属する執行機関の組織等

（当該再就職者が当該部課長等の職に就いていた時に在職していた執行機関の組織等を除く。）に属す

る役職員とする。 

 （管理又は監督の地位にある職員の職） 

第16条 条例第3条の管理又は監督の地位にある職員の職として人事委員会規則で定めるものは、内部組
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織の長等の職（第6条第2号に掲げる職を除く。）及び第14条各号に掲げる職とする。 

 （任命権者への再就職の届出を要しない場合） 

第17条 条例第3条の人事委員会規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

（1）任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ地方公務員又は国家公務員（以下この号において

「地方公務員等」という。）となるため退職し、引き続き地方公務員等となった場合 

（2）法第28条の4第1項又は第28条の5第1項の規定により職員として採用された場合 

（3）営利企業以外の法人その他の団体の地位に就いた場合であって、人事委員会が定める額以下の報酬

を得る場合 

 （任命権者への再就職の届出） 

第18条 条例第3条の規定による届出をしようとする者は、人事委員会が定める様式に従い、離職した職

又はこれに相当する職の任命権者に届出をしなければならない。 

2 条例第3条の人事委員会規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

（1）氏名 

（2）生年月日 

（3）離職時の所属及び職名 

（4）離職日 

（5）再就職日 

（6）再就職先の名称 

（7）再就職先の業務内容 

（8）再就職先における地位 

   附 則 

 この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第43号 

 不利益処分についての不服申立てに関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成28年3月31日 

和歌山県人事委員会委員長 守 屋 駿 二  

   不利益処分についての不服申立てに関する規則の一部を改正する規則 

 不利益処分についての不服申立てに関する規則（平成6年和歌山県人事委員会規則第2号）の一部を次の

ように改正する。 

 題名中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 目次中「不服申立て」を「審査請求」に、「第47条」を「第52条」に、「第31条」を「第34条」に、

「第32条」を「第35条」に、「第48条－第50条」を「第53条－第55条」に、「第51条・第52条」を「第56

条・第57条」に、「第53条－第56条」を「第58条－第61条」に、「第57条－第64条」を「第62条－第69

条」に、「第65条－第69条」を「第70条－第74条」に改める。 

 第1条中「又は異議申立て（以下「不服申立て」という。）」を削る。 

 第2条第1号中「不服申立人」を「請求者」に、「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条第3号中

「不服申立人」を「請求者」に改める。 

 「第2章 不服申立て」を「第2章 審査請求」に改める。 

 第5条の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条第1項中「不服申立て」を「審査請求」に、

「不服申立書」を「審査請求書」に改め、同条第2項及び第3項中「不服申立書」を「審査請求書」に改め、

同条第4項中「不服申立て」を「審査請求」に、「不服申立書」を「審査請求書」に改める。 

 第6条の見出し中「不服申立書」を「審査請求書」に改め、同条第1項中「不服申立書」を「審査請求

書」に、「不服申立人」を「請求者」に改め、同項第10号中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同項
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に次の1号を加える。 

（11）法第49条の3に規定する期間（以下「審査請求期間」という。）の経過後において審査請求する場

合には、第8条第2項に規定する正当な理由 

 第6条第2項中「不服申立人」を「請求者」に、「不服申立て」を「審査請求」に、「不服申立書」を

「審査請求書」に改め、同条第3項中「不服申立書」を「審査請求書」に、「不服申立人」を「請求者」

に改める。 

 第7条の見出し中「不服申立書」を「審査請求書」に改め、同条中「不服申立書」を「審査請求書」に、

「及び添付書類並びに処分の内容、不服申立人の資格及び不服申立ての期限等について調査し」を「並び

に添付書類の有無及び添付書類があるときはその内容について点検・審査し」に改め、同条ただし書中

「ただし、」を削り、「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第8条の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条第1項中「不服申立て」を「審査請求」に

改め、同項第3号中「法第49条の3に規定する期間」を「審査請求期間」に改め、同条第2項中「不服申立

書」を「審査請求書」に、「その提出期限後」を「審査請求期間経過後」に、「天災その他やむを得な

い」を「正当な」に改め、同項ただし書中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条第3項中「不服申

立書」を「審査請求書」に改め、「郵便」の次に「又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成

14年法律第99号）第2条第6項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第9項に規定する特定信書便事業

者による同条第2項に規定する信書便（第70条第1項において「郵便等」という。）」を加え、「不服申立

期間」を「審査請求期間」に、「郵送」を「送付」に改める。 

 第9条中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第10条中「不服申立て」を「審査請求」に、「不服申立書」を「審査請求書」に、「不服申立人」を

「請求者」に改める。 

 第11条第1項中「不服申立人」を「請求者」に、「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条第2項中

「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第12条第1項及び第2項中「不服申立人」を「請求者」に改め、同条第3項中「不服申立人」を「請求

者」に、「あてて」を「宛てて」に改め、同条第5項中「不服申立て」を「審査請求」に、「不服申立

人」を「請求者」に改める。 

 第13条の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条第1項中「不服申立人」を「請求者」に、

「裁決又は決定（以下「判定」という。）」を「判定」に、「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条

第3項及び第4項中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第14条第1項中「不服申立て」を「審査請求」に、「不服申立人」を「請求者」に改め、同条第2項中

「不服申立人」を「請求者」に、「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第15条中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第16条第1項中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同項第3号から第5号までの規定中「不服申立

人」を「請求者」に改め、同項第6号を同項第7号とし、同項第5号の次に次の1号を加える。 

（6）第34条第2項（第55条において準用する場合を含む。）の規定に基づき審理が終了されたとき。 

 第16条第3項中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第17条第1項中「不服申立て」を「審査請求」に、「不服申立人」を「請求者」に改め、同条第2項中

「不服申立人」を「請求者」に改め、同条第3項中「不服申立人」を「請求者」に、「不服申立て」を

「審査請求」に改め、同条第4項中「不服申立人」を「請求者」に改める。 

 第18条第2項ただし書中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条第3項中「不服申立人」を「請求

者」に改め、同条第4項中「円滑迅速」を「円滑かつ迅速」に改める。 

 第19条第1項ただし書中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第69条中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条を第74条とし、第66条から第68条までを5条ずつ

繰り下げる。 
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 第65条第1項中「郵送」を「郵便等」に改め、同条を第70条とする。 

 第64条中「第53条第1項」を「第58条第1項」に、「第55条第1項後段」を「第60条第1項後段」に、「第

59条各号」を「第64条各号」に、「第57条」を「第62条」に改め、「同項第3号」の次に「並びに同条第2

項及び第3項」を加え、「法第49条の3」を「審査請求期間」に、「第58条」を「第63条に定める期間」に

改め、第8章中同条を第69条とし、第63条を第68条とし、第62条を第67条とする。 

 第61条中「第57条各号」を「第62条各号」に改め、同条を第66条とし、第60条を第65条とし、第59条を

第64条とする。 

 第58条中「当事者が、前条に掲げる理由があることを知った日の翌日から起算して30日以内にしなけれ

ばならず、判定書の送達があった日の翌日から起算して6月を経過したときは、することができない」を

「判定のあった日の翌日から起算して6月以内にしなければならない」に改め、同条を第63条とし、第57

条を第62条とし、第7章中第56条を第61条とし、第55条を第60条とする。 

 第54条中「不服申立人」を「請求者」に改め、同条を第59条とし、第53条を第58条とする。 

 第52条第1項中「第20条第4項」を「第21条第4項」に改め、第6章中同条を第57条とする。 

 第51条第1項第1号中「不服申立書」を「審査請求書」に改め、同条第3項第8号中「その記録」の次に

「（証人の尋問において第45条第1項の措置をとったときは、その旨を含む。）」を加え、同条を第56条

とする。 

 第50条中「第24条」を「第25条」に、「第27条」を「第28条」に、「第40条、第42条第3項及び第46条

第2項」を「第44条、第47条第3項及び第51条第2項」に、「第43条」を「第48条」に、「第47条中」を

「第52条中」に、「第22条」を「第23条」に改め、第5章中同条を第55条とし、第49条を第54条とする。 

 第48条第1項中「不服申立人」を「請求者」に、「不服申立書」を「審査請求書」に、「第21条」を

「第22条」に改め、同条を第53条とする。 

 第47条中「第22条」を「第23条」に改め、第4章中同条を第52条とし、第43条から第46条までを5条ずつ

繰り下げる。 

 第42条第2項中「第39条第2項」を「第43条第2項」に改め、同条第3項中「第40条第2項」を「第44条第2

項」に改め、同条を第47条とし、第41条を第46条とし、第40条を第44条とし、同条の次に次の1条を加え

る。 

 （証人の遮へいの措置） 

第45条 審査長は、事案の性質、証人の心身の状態、証人と当事者又は代理人との関係その他の事情によ

り、証人が当事者、代理人又は傍聴人の面前で陳述するときは圧迫を受け精神の平穏を著しく害される

おそれがあると認める場合であって、相当と認めるときは、当事者、代理人又は傍聴人と証人との間で、

相互に相手の状態を認識することができないようにするための措置をとることができる。 

2 前項の措置をとるに当たっては、当事者及び証人の意見を聴くものとする。 

 第39条を第43条とし、第38条を第42条とし、第37条を第41条とする。 

 第36条中「又はその証拠調べ」を「、その証拠調べ」に改め、「認める場合」の次に「又は申立てが故

意若しくは重大な過失により時機に遅れてなされ、その証拠調べにより審理の進行が著しく遅延すると認

める場合」を加え、同条を第40条とし、第35条を第39条とし、第34条を第37条とし、同条の次に次の1条

を加える。 

 （証拠資料の却下） 

第38条 人事委員会は、前条第1項の規定による証拠資料の提出が故意又は重大な過失により時機に遅れ

てなされ、当該証拠資料の調査により審理の進行が著しく遅延すると認める場合は、これを却下するこ

とができる。 

 第33条を第36条とし、第32条を第35条とする。 

 第31条第1項中「口頭審理」を「次条第1項の規定に基づき審理」に、「不服申立て」を「審査請求」に

改め、同条を第33条とし、第4章第1節中同条の次に次の1条を加える。 
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 （審理の終了） 

第34条 人事委員会は、この章の規定に従い必要な審理を終えたと認めるときは、審理を終了するものと

する。 

2 前項に定めるもののほか、人事委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、審理を終了するこ

とができる。 

（1）請求者から第26条第1項に規定する反論書又は第28条第2項に規定する書面がこれらの規定の相当の

期間内に提出されない場合において、人事委員会が更に一定の期間を定めてこれらの書面の提出を求

めたにもかかわらず、当該提出期間内に提出されなかったとき。 

（2）請求者及びその代理人が共に口頭審理の期日に正当な理由がなくて出席しないとき。 

3 人事委員会は、前2項の規定に基づき審理を終了したときは、速やかに、当事者にその旨を通知するも

のとする。 

 第30条中「ともに」を「共に」に改め、同条を第32条とする。 

 第29条の見出し中「禁止」を「制限」に改め、「秩序維持」の次に「のための措置」を加え、同条第1

項中「その指揮に従わない者の発言を禁止」を「発言がその事案に関係のない事項にわたる場合その他相

当でない場合にはこれを制限」に改め、同条を第31条とする。 

 第28条第4項中「第51条第3項」を「第56条第3項」に改め、同条を第29条とし、同条の次に次の1条を加

える。 

 （打合せ） 

第30条 人事委員会は、必要があると認めるときは、当事者の一方又は双方と、口頭審理の期日その他審

理の進行に関し必要な事項について打合せを行うことができる。 

 第27条第1項中「第24条及び第25条」を、「第25条及び第26条」に改め、同条を第28条とし、第26条を

第27条とする。 

 第25条中「不服申立人」を「請求者」に改め、同条を第26条とする。 

 第24条第1項及び第4項中「不服申立人」を「請求者」に改め、同条を第25条とする。 

 第23条第1項中「ともに」を「共に」に改め、同条第2項中「提出してしなければならない」を「提出し

なければならない」に改め、同条第3項中「指定しなければならない」を「指定し、かつ、当事者にこれ

を通知しなければならない」に改め、同条を第24条とする。 

 第22条の見出し中「日時」を「日時等」に改め、同条中「指定し、」の次に「かつ、」を、「当事者

に」の次に「これらを」を加え、同条を第23条とする。 

 第21条第1項及び第2項中「不服申立人」を「請求者」に改め、同条を第22条とする。 

 第20条第1項中「不服申立人」を「請求者」に改め、同条第2項中「ともに」を「共に」に改め、同条第

3項中「不服申立人」を「請求者」に改め、同条を第21条とし、第4章第1節中同条の前に次の1条を加える。 

 （審理の計画的進行） 

第20条 当事者及び代理人並びに人事委員会は、円滑かつ迅速で公正な審理の実現のため、審理において、

相互に協力するとともに、審理の計画的な進行を図らなければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

 （経過措置） 

2 この規則の施行前にされた不利益処分についての不服申立てに関する規則第1条に規定する処分に係る

ものについては、なお従前の例による。 

 （職員の苦情処理に関する規則の一部改正） 

3 職員の苦情処理に関する規則（平成17年和歌山県人事委員会規則第8号）の一部を次のように改正する。 

第4条第3項中「不利益処分についての不服申立てに関する規則」を「不利益処分についての審査請求
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に関する規則」に改める。 

 

和歌山県人事委員会規則第44号 

 職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成28年3月31日 

和歌山県人事委員会委員長 守 屋 駿 二  

   職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の管理職手当に関する規則（昭和39年和歌山県人事委員会規則第11号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第1を次のように改める。 

別表第1（第2条関係） 
 
         支給区分 

 

 
 
 組 織 

部長又は部長相当職 次長又は次長相当職 課長又は課長相当職 

課 長 補 佐

又 は 課 長

補佐相当職

１  種 ２  種 ３  種 ４  種 ４  種 ５  種 ６  種 ７  種 

 

知 

事 

 

本     庁 

 

理   事 

 

危機管理監 

 

知 事 室 長 

 

部   長 

 

会計管理者 

 

 

 

監察査察監 

 

参     事 

 

技     監 

 

 

 

局   長

 

政策統括参

事 

 

 

知事室次長

 

行政改革担

当参事 

 

国際担当参

事 

 

生活安全参

事 

 

食品安全参

事 

 

労働政策参

事 

 

参     事

 

 

課   長

 

旅券事務長

 

企 画 員

（政策審議

課及び医務

課に置き、

本庁の課長

と同等の職

務を行う者

に限る。）

 

企 画 員

 

室   長

 

副 課 長 

 

副 室 長 

 

総括審議員 

 

総括監察査 

察員 

 

主   幹 

 

分 室 長 

 

総括検査員 

 

 

地 

方 

機 

関 

 

共   通 

      

企 画 員

 

総括専門員 

 

総括研究員 

 

主   幹 

 

 

 

振 興 局 

  

局     長 

 

局    長

 

参    事

（東牟婁振

興局に置く

医療職給料

表⑴を適用

される者に

限る。） 

 

 

 

 

参    事

 

部    長

（海草振興

局地域振興

部、那賀振

興局地域振

興部、那賀

振興局建設

部、伊都振

興局地域振

興部、伊都

振興局健康

福祉部、有

田振興局地

域振興部、

有田振興局

健康福祉部

及び西牟婁

振興局健康

福祉部の長

に限る。）

 

 

 

 

 

部    長

 

副  参  事

 

支 所 長

 

海南工事事

務所長 

 

ダム管理事

務所長 

 

紀の川流域

下水道事務

所長 

 

京奈和高速

事務所長 

 

国道橋本建

設事務所長

 

湯浅御坊高

速事務所長

 

 

副 部 長 

 

支 所 次 長 

 

海南工事事 

務所次長 

 

紀の川流域 

下水道事務 

所次長 

 

湯浅御坊高 

速事務所次 

長 

 

 

 

 

       



    和歌山県報  号外（11） 平成 28 年 3 月 31 日（木曜日） 

－ 10 － 

 
  東京事務所   所   長  次   長

（本庁の課

長と同等の

職務を行う

者に限る。）

次   長 企業誘致統 

括員 

 

   

県税事務所 

   

所    長

（和歌山県

税事務所、

紀中県税事

務所及び紀

南県税事務

所の長に限

る。） 

 

所    長

 

企 画 員

（和歌山県

税事務所に

置くものに

限る｡) 

  

次   長 

 

   

消 防 学 校 

 

    

参   事

  

校   長

 

教   頭 

 

   

防災航空セ 

ンター 

 

      

所     長

  

   

文 書 館 

      

館   長

 

次   長 

 

   

環境衛生研 

究センター 

    

所   長

   

次   長 

 

部   長 

 

   

鳥獣保護セ 

ンター 

 

      

所     長

  

   

消費生活セ 

ンター 

 

      

所   長

  

   

男女共同参 

画センター 

 

    

所   長

    

   

動物愛護セ 

ンター 

 

      

所     長

  

   

子ども・女 

性・障害者  

相談センタ 

ー 

    

所    長

   

次   長 

 

   

紀南児童相 

談所 

 

      

所     長

 

 

次   長 

 

分 室 長 

 

   

仙 渓 学 園 

 

      

園     長

 

 

次   長 

 

 

   

精神保健福 

祉センター 

 

      

所   長

  

   

保 健 所 

      

所     長

 

支  所  長

 

次   長 

 

支 所 次 長 

 

   

高等看護学 

院 

 

   

学 院 長

 

副 学 院 長

   

事  務  長

 

教 務 主 幹 
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  なぎ看護学 

校 

 

     学  校  長   

   

こころの医 

療センター 

   

院     長

 

事 務 局 長

   

副 院 長 

 

事務局次長 

 

部   長 

 

看護副部長 

 

   

難病・子ど 

も保健相談 

支援センタ 

ー 

 

     

所   長

   

   

公営競技事 

務所 

      

所     長

 

次   長 

 

   

産業技術専 

門学院 

      

学 院 長

 

副 学 院 長 

 

   

工業技術セ 

ンター 

  

所     長 

  

副 所 長

   

副 所 長 

 

部   長 

 

 

   

世界遺産セ 

ンター 

       

事 務 長 

 

   

農業試験場 

      

場   長

 

副 場 長 

 

   

農業試験場 

暖地園芸セ 

ンター 

 

      

所   長

  

   

果樹試験場 

 

      

場   長

 

副 場 長 

 

   

果樹試験場 

かき・もも 

研究所 

 

      

所   長

  

   

果樹試験場 

うめ研究所 

 

      

所   長

  

   

畜産試験場 

     

場   長

 

   

   

畜産試験場 

養鶏研究所 

 

      

所   長

  

   

林業試験場 

 

      

場   長

 

副 場 長 

 

   

水産試験場 

 

      

場   長

 

副 場 長 

 

   

農業大学校 

      

校     長

 

所   長

 

副 校 長 

 

教   授 
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農作物病害 

虫防除所 

 

       

所   長 

 

   

家畜保健衛 

生所 

 

      

所     長

  

   

南紀白浜空 

港管理事務 

所 

 

      

所     長

 

次   長 

 

   

和歌山下津 

港湾事務所 

 

    

参   事

  

所    長

 

次   長 

 

 

県   議   会 

 

事 務 局 長 

  

事務局次長

  

課     長

  

副 課 長 

 

総括調査員 

 

 

 

教 

育 

委 

員 

会 

 

本     庁 

   

教育企画監

 

局     長

  

課     長

 

 

 

 

室   長

 

副 課 長 

 

教育企画員 

 

主   幹 

 

専 門 員 

 

 

 

地 

方 

機 

関 

 

教育支援事 

務所 

 

      

所   長

  

 

教育センタ 

ー学びの丘 

 

    

所   長

   

副 所 長 

 

 

 

図 書 館 

      

副 館 長

 

紀南図書館 

長 

 

 

 

近代美術館 

      

副 館 長

 

  

 

博 物 館 

    

副 館 長

    

 

紀伊風土記 

の丘 

 

      

副 館 長

  

 

自然博物館 

 

    

副 館 長

    

 

県立学校 

 

       

事 務 長 

 

事 務 長

 

警 

察 

 

本     部 

     

課     長

 

監  察  官

 

室     長

 

センター長

（運転免許

課に置くも

のを除く。）

 

次   席 

 

副 所 長 

 

 

選 

挙 

管 

理 

 

本     庁 

     

事 務 局 長

  

事務局次長 

 

 

地 

 

分   局 

      

分  局  長
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委 

員 

会 

方 

機 

関 

 

         

 

監 査 委 員 

 

事 務 局 長 

    

課     長

  

副 課 長 

 

総括調査員 

 

 

 

人 事 委 員 会 

 

 

事 務 局 長 

    

課     長

  

副 課 長 

 

 

労 働 委 員 会 

 

 

事 務 局 長 

  

事務局次長

  

課     長

  

副 課 長 

 

 

海区漁業調整委員会 

 

       

事 務 局 長 

 

 

   附 則 

 この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

 

和歌山県人事委員会規則第45号 

 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成28年3月31日 

和歌山県人事委員会委員長 守 屋 駿 二  

   管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

 管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年和歌山県人事委員会規則第19号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表知事部局の部本庁の款中「会計管理者 国体推進監」を「会計管理者」に、「局長 監察査察参

事」を「局長」に改め、同部地方機関の款振興局の項中「近畿自動車道紀南高速事務所長」を削り、同款

こころの医療センターの項中「限る。）」を「限る。） 副部長（看護部に置くものに限る。）」に改め、

同款中 
 
「 

  

産業技術専門学院  学院長 副学院長             

」
を

   
 
「 

  
和歌山産業技術専

門学院 

 学院長 副学院長 企画員         

」

に改め、 
田辺産業技術専門

学院 

 学院長 副学院長             

  
 

同表教育委員会の部本庁の款中「局長 参事」を「局長」に、「副課長 主任人事主事」を「副課長」に、

「給与課」を「給与福利課」に改め、同部地方機関の款教育センター学びの丘の項中「主幹（人事、労務

について所長を補佐する者に限る。）」を削り、同款図書館の項及び近代美術館の項中「主幹（人事、労

務について館長を補佐する者に限る。）」を削り、同款紀伊風土記の丘の項中「主幹及び教育企画員（人

事、労務について館長を補佐する者に限る。）」を削り、同款自然博物館の項中「専門員（人事、労務に

ついて館長を補佐する者に限る。）」を削り、同表備考中「職員の任用等に関する規則の実施規程（昭和

29年和歌山県人事委員会告示第1号）」を「職員の管理職手当に関する規則（昭和39年和歌山県人事委員

会規則第11号）別表第1」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成28年4月1日から施行する。 
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和歌山県人事委員会規則第46号 

 人事委員会の権限の一部を人事委員会の事務局長に委任する規則の一部を改正する規則を次のように定

める。 

  平成28年3月31日 

和歌山県人事委員会委員長 守 屋 駿 二  

   人事委員会の権限の一部を人事委員会の事務局長に委任する規則の一部を改正する規則 

 人事委員会の権限の一部を人事委員会の事務局長に委任する規則（昭和27年和歌山県人事委員会規則第

2号）の一部を次のように改正する。 

 第2条第2号から第4号までの規定中「任用候補者名簿」を「採用候補者名簿」に改め、同条第7号中「任

用候補者名簿（採用候補者名簿又は昇任候補者名簿」を「採用候補者名簿又は昇任候補者名簿（以下「任

用候補者名簿」と総称する。」に改め、同条第9号中「任用候補者」を「採用候補者又は昇任候補者（以

下「任用候補者」と総称する。）」に、「任用の」を「採用又は昇任の」に改め、同条第14号中せをそと

し、モからすまでをヤからせまでとし、メの次に次のように加える。 

  モ 職員の退職管理に関する規則（平成28年和歌山県人事委員会規則第42号） 

   附 則 

 この規則は、平成28年4月1日から施行する。 
 

    人事委員会告示 

和歌山県人事委員会告示第5号 

 平成6年和歌山県人事委員会告示第3号（不利益処分についての不服申立てに関する書面の様式を定める

規程）の一部を次のように改正し、平成28年4月1日から実施する。 

  平成28年3月31日 

和歌山県人事委員会委員長 守 屋 駿 二  

 題名中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 第1条中「不利益処分についての不服申立てに関する規則」を「不利益処分についての審査請求に関す

る規則」に、「第69条」を「第74条」に改める。 

 第2条中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条の表中「不 服 申 立 書」を「審査請求書」

に、 
 
「 

  
「 

 

 不 服 申 立 書 

 記 載 事 項 変 更 届  

」

を 
 不服申立書記載事項 

 変更届 

」

に、

     
 

「不 服 申 立 取 下 書」を「審査請求取下書」に、 
 
「 

   
「 

 

第２１条第３項 

 

 第２２条第３項

 

 

 
第２１条第３項  

 
第２２条第３項  

 

第２１条第３項  

 

第２２条第３項  

 

第２３条第２項  

 

第２４条第２項  

 
第２４条第１項  

 
第２５条第１項  
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第２５条第１項 

 
 

 
第２６条第１項

 
 

 
第２６条第１項 

」

 
 

第２７条第１項

」

 

 
第２６条第２項  

 
第２７条第２項  

 
第２７条第１項 

及び第２項 
 

 
第２８条第１項

及び第２項 
 

 
第３１条第２項  

 
第３３条第２項  

 

第３３条第２項  

 

第３６条第２項  

 
第３４条第２項  

 
第３７条第２項  

 
第３５条第２項  

 
第３９条第２項  

 

第３５条第２項 を 

 

第３９条第２項 に改める。

 
第  ３  ８  条   

 
第  ４  ２  条  

 
第３９条第２項  

 
第４３条第２項  

 
第４１条第１項  

 
第４６条第１項  

 
第４２条第１項  

 
第４７条第１項  

 
第  ４  ５  条   

 
第  ５  ０  条  

 
第４６条第１項  

 
第５１条第１項  

 

第４８条第２項  

 

第５３条第２項  

 

第  ５  ２  条   

 

第  ５  ７  条  

 

第  ５  ２  条   

 

第  ５  ７  条  

 
第  ５  ９  条   

 
第  ６  ４  条  

     
 

 別記第1号様式中「（第5条第1項関係）」を「（第5条関係）」に、 

「不   服   申   立   書」を「審   査   請   求   書」に、「殿」を

「様」に、「不服申立人氏名」を「請 求 者 名」に、「不服申立て」を「審査請求」に、 
 
「 不 

 

服   

 
 
「 

 

請 
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申 
 

立 
 

人 」 

 
を 

 

 

求 

者 

 

 
 
」 

 
に、 

 
「   

処分説明書の交付を受けた年月日 

（交付を請求したが交付されなかっ

たときは、その経緯） 

   年  月  日 

 

 

」

を

   
 

 

 

 

 

 

 

 
 

「不服申立人」を「請求者」に改める。 

 別記第2号様式中「（第6条第3項関係）」を「（第6条関係）」に、「不服申立書記載事項変更届」を

「審査請求書記載事項変更届」に、「殿」を「様」に、「不服申立人氏名」を「請 求 者 名」に、

「（不）」を「（審）」に、「不服申立書の」を「審査請求書の」に改める。 

 別記第3号様式中「（第11条第3項関係）」を「（第11条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立人

氏名」を「請 求 者 名」に、「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 別記第4号様式中「（第12条第2項関係）」を「（第12条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立人

相続人」を「請求者相続人」に、「（不）」を「（審）」に、「の不服申立人」を「の請求者」に、「不

服申立人の」を「請求者の」に、「、不服申立人」を「、請求者」に改める。 

 別記第5号様式中「（第12条第5項関係）」を「（第12条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立人

相続人」を「請求者相続人」に、「（不）」を「（審）」に、「の不服申立人」を「の請求者」に、「不

服申立人の」を「請求者の」に改める。 

 別記第6号様式中「（第13条第2項関係）」を「（第13条関係）」に、「不 服 申 立 取 下 書」

を「審 査 請 求 取 下 書」に、「殿」を「様」に、「不服申立人氏名」を「請 求 者 名」に、

「（不）」を「（審）」に、「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 別記第7号様式中「（第14条第1項関係）」を「（第14条関係）」に、「殿」を「様」に、「（不）」を

「（審）」に改める。 

 別記第8号様式中「殿」を「様」に、「不服申立人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を

「（審）」に改める。 

 別記第9号様式中「（第17条第2項関係）」を「（第17条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立人

氏名」を「請 求 者 名」に、「不服申立人を」を「請求者を」に、「不服申立人が」を「請求者が」

に改める。 

 別記第10号様式中「（第18条第2項関係）」を「（第18条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に、「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

 別記第11号様式、別記第12号様式及び別記第13号様式中「（第21条第3項関係）」を「（第22条関

係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に

改める。 

「 
  

処分説明書の交付を受けた年月日 

（交付を請求したが交付されなかっ

たときは、その経緯） 

   年  月  日 

 

 

」

に、
 

審査請求期間経過後に 

審査請求する場合には、

その理由 
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 別記第14号様式中「（第23条第2項関係）」を「（第24条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に、「不服申立人」を「請求者」に改める。 

 別記第15号様式中「（第24条第1項関係）」を「（第25条関係）」に、「殿」を「様」に、「（不）」

を「（審）」に、「不服申立人」を「請求者」に改める。 

 別記第16号様式中「（第25条第1項関係）」を「（第26条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第17号様式中「（第26条第1項関係）」を「（第27条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第18号様式中「（第26条第2項関係）」を「（第27条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第19号様式中「（第27条第1項及び第2項関係）」を「（第28条関係）」に、「殿」を「様」に、

「不服申立人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第20号様式中「（第31条第2項関係）」を「（第33条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第21号様式中「（第33条第2項関係）」を「（第36条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第22号様式中「（第34条第2項関係）」を「（第37条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第23号様式及び別記第24号様式中「（第35条第2項関係）」を「（第39条関係）」に、「殿」を

「様」に、「不服申立人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第25号様式中「（第38条関係）」を「（第42条関係）」に、「殿」を「様」に、「（不）」を

「（審）」に改める。 

 別記第26号様式中「（第39条第2項関係）」を「（第43条関係）」に改める。 

 別記第27号様式中「（第41条第1項関係）」を「（第46条関係）」に、「殿」を「様」に、「（不）」

を「（審）」に、「第26号様式」を「別記第26号様式」に改める。 

 別記第28号様式中「（第42条第1項関係）」を「（第47条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第29号様式中「（第45条関係）」を「（第50条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立人氏

名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第30号様式中「（第46条第1項関係）」を「（第51条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第31号様式中「（第48条第2項関係）」を「（第53条関係）」に、「殿」を「様」に、「不服申立

人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第32号様式及び別記第33号様式中「（第52条関係）」を「（第57条関係）」に、「殿」を「様」に、

「不服申立人氏名」を「請 求 者 名」に、「（不）」を「（審）」に改める。 

 別記第34号様式中「（第59条関係）」を「（第64条関係）」に、「殿」を「様」に、「（不）」を

「（審）」に、「第57条各号」を「第62条各号」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この規程は、平成28年4月1日から施行する。 

 （経過措置） 

2 この規程の施行前にされた不利益処分についての不服申立てに関する規則（平成6年和歌山県人事委員

会規則第2号）第1条に規定する処分についての不服申立てに関する書面の様式については、なお従前の

例による。 
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